
国立大学法人東京農工大学旅費細則を次のとおり制定する。 

 

国立大学法人東京農工大学旅費細則 

 

平成２２年３月２３日 

    ２２ 細則 第８号 

 

（趣旨）  

第１条 この細則は、国立大学法人東京農工大学旅費取扱規程（以下「規程」という。）の

実施のため必要な事項を定めるものとする。 

（旅行取消等の場合における旅費）  

第２条 規程第３条第６項の規定により支給する旅費の額は、次の各号に規定する額による。  

一 鉄道賃、船賃、航空賃若しくは車賃として、又はホテル、旅館その他の宿泊施設の利

用を予約するため支払った金額で、所要の払戻し手続をとったにもかかわらず、払戻し

を受けることができなかつた額。ただし、その額は、その支給を受ける者が、当該旅行

について規程により支給を受けることができた鉄道賃、船賃、航空賃、車賃又は宿泊料

の額をそれぞれ超えることができない。  

二 外国への旅行に伴う外貨の買入又はこれに準ずる経費を支弁するため支払った金額で、

当該旅行について規程により支給を受けることができた額の範囲内の額  

（旅費喪失の場合における旅費）  

第３条 規程第３条第７項の規定により支給する旅費の額は、次の各号に規定する額による。

ただし、その額は、現に喪失した旅費額を超えることができない。  

一 現に所持していた旅費額（輸送機関を利用するための乗車券、乗船券等の切符類で当

該旅行について購入したもの（以下「切符類」という。）を含む。以下本条において同

じ。）の全部を喪失した場合には、その喪失した時以後の旅行を完了するため規程の規

定により支給することができる額  

二 現に所持していた旅費額の一部を喪失した場合には、前号に規定する額から喪失を免

がれた旅費額（切符類については、購入金額のうち、未使用部分に相当する金額）を差

し引いた額  

（旅行命令簿等の記載事項及び様式）  

第４条 規程第４条第４項に規定する旅行命令簿等の記載事項及び様式は、別表第１による。  

（路程の計算）  

第５条 内国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は、次の区分に従い、当該各号に掲げる

ものにより行うものとする。  

一 鉄道 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第１３条に規定する鉄道運送事業者の

調に係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程  

二 水路 海上保安庁の調に係る距離表に掲げる路程  



三 陸路 地方公共団体の長その他当該路程の計算について信頼するに足る者により証明

された路程  

２ 前項第１号又は第２号の規定により路程を計算しがたい場合には、当該各号の規定にか

かわらず、前項第３号の規定に準じて計算することができる。  

３ 第１項第３号の規定による陸路の路程を計算する場合には、その証明の基準となる点で、

当該旅行の出発箇所又は目的箇所に最も近いものを起点とする。  

４ 陸路と鉄道、水路又は航空とにわたる旅行について陸路の路程を計算する場合には、前

項の規定にかかわらず、鉄道駅、波止場又は飛行場をも起点とすることができる。  

５ 前２項の規定により陸路の路程を計算しがたい場合には、同項の規定にかかわらず、地

方公共団体の長の証明する元標その他当該陸路の路程の計算について信頼するに足るもの

を起点として計算することができる。  

６ 外国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は、前各項の規定の趣旨に準じて行うものと

する。  

（旅行命令等の変更の申請）  

第６条 旅行者が、規程第５条第１項又は第２項の規定により旅行命令等の変更を申請する

場合には、その変更の必要を証明するに足る資料を提出しなければならない。  

（旅費請求書の種類、記載事項及び様式）  

第７条 規程第１３条第１項に規定する旅費請求書の種類、記載事項及び様式は、次の区分

に従い、当該各号に掲げるところによる。  

一 次号から第５号までに掲げる旅費、国立大学法人東京農工大学における自家用車を運

転して旅行する場合の車賃の支給等に関する細則に定める車賃及び国立大学法人東京農

工大学日額旅費細則に定める日額旅費以外の旅費を請求する場合には、別表第１の第１

号様式による旅費請求書。ただし、第３条第１項に規定する赴任に係る旅費及び規程第

２４条又は第３８条（規程の他の条文においてこれらを準用する場合を含む。）に規定

する扶養親族移転料を請求する場合には、別表第２の第１号様式による旅費請求書  

二 規程第３０条に規定する旅費又は規程第４０条に規定する死亡手当を請求する場合に

は、別表第２の第２号様式による旅費請求書  

三 規程第３条第６項に規定する旅費を請求する場合には、別表第２の第３号様式による

旅費請求書  

四 規程第３条第７項に規定する旅費を請求する場合には、別表第２の第４号様式による

旅費請求書  

五 仮払いに係る旅費を精算する場合であって、当該精算額が仮払いに係る旅費額と同一

である場合には、別表第２の第５号様式による旅費精算請求書  

２ 規程第１３条第１項に規定する旅費請求書に添付すべき資料は、別表第３に掲げる資料

とする。  

（旅費の請求手続）  



第８条 規程第１３条第２項に規定する期間は、やむを得ない事情のため旅行命令権者の承

認を得た場合を除くほか、旅行の完了した日の翌日から起算して２週間とする。  

２ 規程第１３条第３項に規定する期間は、精算による過払金の返納の命令の日の翌日から

起算して２週間とする。  

（特定航空旅行）  

第９条 規程第３４条第１項第１号に規定する長時間にわたる航空路による旅行として細則

で定めるものは、次の各号に掲げるものとする。  

一 本邦と次の地域を除いた地域との間の航空旅行 インドネシア、ベトナム、カンボジ

ア、北朝鮮、シンガポール、タイ、大韓民国、台湾、中華人民共和国、東ティモール、

フィリピン、ブルネイ、マレーシア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、ハワイ諸島、グ

アム、ウラジオストク、ハバロフスク及びユジノサハリンスク  

二 前号以外の場合において、一の旅行区間における所要航空時間が８時間以上の航空旅

行  

（外国旅行移転料の水路加算）  

第１０条 規程第３６条第１項第３号に規定する「細則で定める場合」のうち、水路の場合

は、移転に伴う家財の輸送の通常の経路に含まれる家財の積みおろし又は積込みに利用す

る港（以下本条において「利用する港」という。）が、次の表の左欄に掲げる地域に属す

る同表の中欄に掲げる港の場合とし、同項同号に規定する「細則で定める額」は、それぞ

れ同表右欄に掲げる割合を定額（規程第３６条第１項第３号に規定する定額をいう。次条

において同じ。）に乗じて得た額とする。 

地域 港 割合 

北アメリカ諸

国の東海岸 

モントリオール、トロント、シカゴ、ニューヨーク、ボル

チモア、ニューオリンズ及びヒューストン 

１００分の３０

北アメリカ諸

国の西海岸 

バンクーバー、シアトル、ポートランド、サンフランシス

コ、ロサンゼルス及びホノルル 

１００分の４５

メキシコ及び

中央アメリカ

諸国 

アカプルコ、サンホセ、ラ・リベルタッド、アマパラ、コ

リント、プンタレナス及びコロン 

１００分の２０

カリブ海諸国 ハバナ、ポルトープランス及びサントドミンゴ １００分の４５

南アメリカ諸

国 

ラ・ゲイラ、ベレン、マナウス、レシフェ、リオデジャネ

イロ、サントス、リオ・グランデ、モンテビデオ、ブエノ

スアイレス、バルパライソ、マタラニ、カリヤオ、ガヤキ

ル、ヴエナベンツラ、アスンシオン及びエンカルナシオン 

１００分の４５

西アフリカ諸

国 

ダカール、モンロビア、アビジャン、テマ、ラゴス、ドア

ラ、リーブルビル及びマタディ 

１００分の２０



 

２ 前項の場合において、利用する港が２以上ある場合における前項の額は、これらの港に

おける額のうちの、最高額の港の一に対する額とする。  

（外国旅行移転料の陸路加算）  

第１１条 規程第３６条第１項第３号に規定する「細則で定める場合」のうち、陸路の場合

は、移転に伴う家財の輸送の通常の経路に含まれる陸路が次の各号に掲げる距離の場合と

し、同項同号に規定する「細則で定める額」は、当該各号に規定する額とする。  

一 １００キロメートル以上３００キロメートル未満 定額に１００分の１５を乗じて得

た額  

二 ３００キロメートル以上５００キロメートル未満 定額に１００分の２０を乗じて得

た額  

三 ５００キロメートル以上１,０００キロメートル未満 定額に１００分の２５を乗じ

て得た額  

四 １,０００キロメートル以上２,０００キロメートル未満 定額に１００分の３０を乗

じて得た額  

五 ２,０００キロメートル以上 定額に１００分の３５を乗じて得た額  

（外国旅行移転料を支給する場合の扶養親族居住地の特例）  

第１２条 規程第３６条第３項に規定する「細則で定める扶養親族の居住地」は、旅行命令

権者が学長と協議して定める扶養親族の居住地とする。  

（外国旅行の途中における退職者等の旅費）  

第１３条 規程第４３条第３項の規定により支給する旅費は、そのつど、規程第４３条第１

項及び第２項の規定の趣旨に従い、旅行命令権者が学長に協議して定める旅費とする。  

（外国旅行指定都市の範囲）  

第１４条 規程別表第２の１の備考１に規定する指定都市は、シンガポール、ロサンゼルス、

ニューヨーク、サンフランシスコ、ワシントン、ジュネーブ、ロンドン、モスクワ、パリ、

アブダビ、ジッダ、クウェート、リヤド及びアビジャンの地域とする。  

（外国旅行に係る地域の定義）  

第１５条 規程別表第２の１の備考１に規定する次の各号に掲げる地域として細則で定める

地域は、当該各号に定める地域とする。  

一 北米地域 北アメリカ大陸（メキシコ以南の地域を除く。）、グリーンランド、ハワ

イ諸島、バミューダ諸島及びグアム並びにそれらの周辺の島しょ（西インド諸島及びマ

リアナ諸島（グアムを除く。）を除く。）  

二 欧州地域 ヨーロッパ大陸（アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキ

スタン、カザフスタン、キルギス、グルジア、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラ

ルーシ、モルドバ及びロシアを含み、トルコを除く。）、アイスランド、アイルランド、

英国、マルタ及びキプロス並びにそれらの周辺の島しょ（アゾレス諸島、マディラ諸島

及びカナリア諸島を含む。）  



三 中近東地域 アラビア半島、アフガニスタン、イスラエル、イラク、イラン、クウェ

ート、ヨルダン、シリア、トルコ及びレバノン並びにそれらの周辺の島しょ  

四 アジア地域（本邦を除く。） アジア大陸（アゼルバイジャン、アルメニア、ウクラ

イナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、グルジア、タジキスタン、トルクメ

ニスタン、ベラルーシ、モルドバ、ロシア及び前号に定める地域を除く。）、インドネ

シア、東ティモール、フィリピン及びボルネオ並びにそれらの周辺の島しょ  

五 中南米地域 メキシコ以南の北アメリカ大陸、南アメリカ大陸、西インド諸島及びイ

ースター並びにそれらの周辺の島しょ  

六 大洋州地域 オーストラリア大陸及びニュージーランド並びにそれらの周辺の島しょ

並びにポリネシア海域、ミクロネシア海域及びメラネシア海域にある島しょ（ハワイ諸

島及びグアムを除く。）  

七 アフリカ地域 アフリカ大陸、マダガスカル、マスカレーニュ諸島及びセーシェル諸

島並びにそれらの周辺の島しょ（アゾレス諸島、マディラ諸島及びカナリア諸島を除く。）  

八 南極地域 南極大陸及び周辺の島しょ  

（外国旅行甲地方の範囲）  

第１６条 規程別表第２の１の備考１に規定する甲地方は、前条第１号から第３号までに定

める地域のうち第１４条の地域以外の地域で、アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニ

ア、ウクライナ、ウズベキスタン、エストニア、カザフスタン、キルギス、グルジア、ク

ロアチア、コソボ、スロバキア、スロベニア、セルビア、タジキスタン、チェコ、トルク

メニスタン、ハンガリー、ブルガリア、ベラルーシ、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴ

ビナ、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モルドバ、モンテネグロ、ラトビア、リトア

ニア、ルーマニア及びロシアを除いた地域とする。  

（外国旅行丙地方の範囲）  

第１７条 規程別表第２の１の備考１に規定する丙地方は、第１５条第４号、第５号、第７

号及び第８号に定める地域のうち第１４条の地域以外の地域で、インドシナ半島（シンガ

ポール、タイ、ミャンマー及びマレーシアを含む。）、インドネシア、大韓民国、東ティ

モール、フィリピン、ボルネオ及び香港並びにそれらの周辺の島しょを除いた地域とする。  

 

附 則  

１ この細則は、平成２２年４月１日から施行し、同日以降に出発する旅行から適用する。 

２ この細則の施行日前に出発し、完了が施行日以降の旅行については、なお、従前の例に

よる。 

３ 国立大学法人東京農工大学旅費細則（１６経教 細則第２３号）は、廃止する。 

４ 競争的資金等の取扱要項等の定めによらなければならないものについては、当該要項等

の定めによる。 

  


